
平成 25 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 
関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究
施設に係る特別償却制度の延長 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

 
関西文化学術研究都市建設促進法(昭和 62 年法律第７２号。以下「促進法」と
いう。)に基づいて整備される文化学術研究施設について、研究所用施設に係る
建物及び附属施設並びに機械及び装置で一定の規模以上の償却資産については
普通償却に加え、初年度の特別償却を認めているところであるが、この特別償
却制度の適用期限を 2年間延長する。 
 
 ・建物及び附属設備  取得金額   2 億円以上  6/100 
             
 ・機械及び装置    取得金額 240 万円以上    12/100 
 
（関係条文） 
 ・租税特別措置法 第 43 条の２、第 68 条の 17 
・同法施行令   第 28 条の２ 

 
 
 
 
 
 

平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

  －百万円 

（  －百万円）



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

関西文化学術研究都市(以下「学研都市」という。)の建設は、促進法に基

づき、文化学術及び研究の拠点となる都市づくりをめざすものであり、我が

国及び世界の文化等の発展並びに国民経済の発達に寄与する重要な国家プロ

ジェクトである。都市建設に当たっては、学術・産業・行政及び市民がそれ

ぞれの役割を果たしながら、かつ連携を強化して建設を進めることを基本方

針としている。 

また、学研都市は、「都市の建設段階」（セカンドステージ）から、現在

「建設推進・高度な都市運営の段階」(サードステージ)を迎えており、サー

ドステージにおける都市建設の推進に取り組んでいるところである。 

本特例措置は、事業者の活力を十分に活かして多様な規模・機能の文化学

術研究施設の立地促進を図り、新産業創出等国民経済の活性化を図ることを

目的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

   促進法第 10 条において、学研都市の建設に必要な税制上の措置を講ずる

ものと規定されている。 

   また、促進法に基づく基本方針では、「高度な文化拠点としての機能、新

たな文化・学術・研究の推進、及び新たな産業の創出を牽引する機能の整備

を図る」など、今後も学研都市の建設を促進してゆくこととされている。 

   なお、国家プロジェクトである学研都市は、内外に開かれた国際拠点とし

て引き続き育成・整備を図るとされており、「科学技術基本計画」（平成

23 年 8 月 19 日閣議決定）により「一層の発展に向けて、機能強化を図る必

要がある」とされ、今後とも整備の促進が求められているところである。 

 「文化学術研究施設」は、本都市の文化・学術・研究機能の中心的な役割

を担う施設であり、その集積により、大学や他研究機関との共同研究・交流

や産学官連携、シーズとニーズの融合がなされ、研究開発の進展、研究成果

を活かした新技術の創造と新事業の創出、地域及び我が国経済の活性化とい

った効果が得られることから、高い公益性が認められ、地方による支援のみ

ならず国としてその集積整備を強力に推進する必要がある。 

 

今

回

の

要

望

に 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
促進法第 10 条(税制上の措置） 
政策目標７ 都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５ 都市再生・地域再生を推進する 
業績指標１４３ ②関西文化学術研究都市における立地施設数 
 

政 策 の 

達成目標 

本都市にふさわしい文化学術研究施設の立地を促進し集積度を

高め、学研都市としての総合的な集積メリットが発揮されるこ

とによって、我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研

究の拠点を形成し、もって、国民経済の活性化に寄与すること

を目標とする。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
2 年間（平成 26 年度末まで） 
 



関

連

す

る

事

項  

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 学研都市は、建設途上であるものの、建設推進・高度な都市

運営の段階を迎えており、知的集積及び新産業創出等を図るた

めの研究所用施設の立地を促進する。 

 具体的には拠点形成、集積メリットの発揮のためには一定の

施設が必要なことから、施設立地数を目標としており、業績指

標として平成 28 年度までの施設立地目標を 140 施設と設定し、

延長要望期間である平成 26 年度までの施設立地目標は 130 施設

としている（平成 23 年度末は 115 施設）。 

 なお、最終的には、学研都市の集積メリットを発揮するた

め、すべての地区で施設整備率をおおむね 50％以上とすること

が最低限必要と考えている。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 これまでに 87 の研究所用施設が立地し、さらに交流施設、文

化施設等を含めると 115 の施設が立地するなど、文化・学術・

研究の拠点形成に向けて整備が進んでいる。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 平成 24 年度以降については過去 5 カ年実績の平均により、建

物及び附属施設 1件、機械及び装置 2件を見込んでいる。 

 本特例は、適用の際に促進法に基づく建設計画に適合してい

るか等により判断されるものであり、また対象となる研究分野

の制限を設けていないことから、特定の者のみに優遇が受けら

れるものではない。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 本特例により、税収は減少するものの、地域の雇用創出など

の経済効果が見込まれることに加え、研究所用施設の集積によ

り、共同研究の実施等により産業の高度化等の効果が期待され

る。 
 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
－ 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
－ 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 関西文化学術研究地区内の各地区は２０年以上の間に時期を

ずらして土地造成されており、各地区が世代交代するように税

制の恩恵を受けている。 

各地区の整備率は２～１００％の間でバラツキが見られ、整

備率の低い地区については今後も立地促進のために本特例措を

継続することが重要となる。 

また、現在整備率が高い地区についても、個別地区ごとに見

ていくと研究所の集積の必要性が認められること、研究所用施



設は、一般的に収益性が低く、初期投資も大きくなるため、本

特例により初期負担の軽減が図られることから、立地誘導する

上で有効に機能しており手段として的確である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

過去の適用実績 

                     

 建物及び附属施設 機械及び装置 

件数 実施額 

（百万円） 

件数 実施額 

（百万円） 

H20 1 108 3 26 

H21 0 0 2 45 

H22 0 0 2 10 

H23 0 0 2 37 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 本特例は資金調達形態に関わらず初期負担の軽減が図られる

ことから、事業者の研究開発設備への投資面で極めて有効に機

能している。 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 本都市にふさわしい文化学術研究施設の立地を促進し集積度

を高め、学研都市全体としての総合的な集積メリットが発揮さ

れることによって、我が国のみならず世界を代表する文化・学

術・研究の拠点を形成し、もって国民経済の活性化に寄与する

ことを目標とするとともに、拠点形成、集積メリットの発揮の

ためには一定の施設立地数が必要なことから、施設立地数を目

標としており、平成 24 年度までの施設立地目標数を 156 施設と

していた。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 海外経済の減速や、円高の進行等による企業の国内設備投資

計画の凍結・見直しや海外投資の拡大等により、学研地区にお

ける新規立地についても目標に届かない状況となっている。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

・昭和 62 年度：新規 

・平成元、３、５、７、９、11、13、15、17、19、21 年度：2

年間延長 

・平成 11 年度：拡充（資産額要件の緩和等） 
・平成 23 年度：縮減（特別償却率の縮減） 

 


